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1. 位置付け
バックオフィスDXグランドデザインは「Re-Design おおさか～大阪市DX戦略～」のアクションプランとして「バックオフィスDXの実現」を達成するために掲げた、
本市が目指すべき姿への「羅針盤」です。

4. バックオフィスDX基本指針

•「本市を取り巻く環境変化」及び「現行業務の抱える課題」を踏まえ、基本指針を定めてバックオフィス
DXを推進します。

抜本的なBPR

システムの最適化

ルール等/
組織体制の見直し

労働環境の充実

2. グランドデザイン策定の背景と現状課題

大阪市バックオフィスDXグランドデザイン【概要】 令和6年3月14日策定（令和8年3月17日更新） 大阪市バックオフィスDXPT

•大阪市DX戦略アクションプラン「バックオフィスDXの実現」達成の
ため、「バックオフィスDX基本指針」、「2030年の姿」、
「2040年に向けて」、「KGI・KPI」を定義します。

•これらを含めたグランドデザインを策定することにより、組織全体の
パフォーマンス、業務品質を向上させるとともに、生産年齢人口の
減少（職員数低減リスク）への対策・コア業務への重点配置を実現し
注力することで、市民QoL（生活の質）の向上と都市力の向上に
つなげていくことを目的とします。

3. グランドデザイン策定の目的 

人口動態

•近い将来、生産年齢人口の減少に伴い、
労働力不足となる想定（2040 年問題）

国の
政策動向

•デジタル時代に即した法改正等による
利便性拡大の方向

✓ 自治体情報システムの標準化・共通化
✓ 電子データによる帳簿保存とインボイス
✓ 押印及び書面化の見直し
✓ オープンデータの推進

技術動向

•新たなテクノロジー導入に係る機運の
かつてない高まり

人工知能 Web3

ブロックチェーン デジタル・ツイン

メタバース 量子機械学習
・・・ ・・・

2030年 2040年2023年

171万人 153万人176万人

71万人 79万人71万人

生産年齢人口

高齢者人口

大阪市の人口

代表的な技術例

主要な政策例

事業者

本市の
業務

予算編成

予算の登録

予算算定調書

同様の情報を
複数回入力

公文書管理

●●書類
(最新版)

●●書類_
YYYYMMDD

原本
はどれ？

●●書類★

●●書類
Ver1.0

印
契約の締結

契約書作成
手入力

郵送

本市

支払処理

手入力

請求書

契約書

アナログ業務の残存

紙を前提
とした業務

総務事務システム財務会計システム

文書管理システム 電子調達システム

制度所管毎にシステム開発された経緯から、システム間
でデータの再入力・転記が必要になるなど、多数の職員
リソースを割かざるを得ない状況となっている

本市の
システム

郵送

＜事業者＞想定負担軽減時間:
年間約12万時間

調達資料の作成

過去の調達資料が使用できる状態で
管理されておらず、仕様書作成の際、
情報収集に時間がかかる

アナログ業務
の残存

＜本市＞想定作業削減時間:
年間約110万時間

•全庁的な業務プロセス・ルールの統一

•アナログ業務（紙・メール・Excel
等）のシステム化/定型業務の自動化

•データの利活用による政策立案、
業務の可視化・進捗管理

•人間中心のデザインによる業務設計

• API連携等によるシステム間の容易な
データ連携

•統合プラットフォーム（ローコード
プラットフォーム）による類似機能の
一元化

•汎用オンラインストレージによる保管
場所の統一など、適切な公文書管理の
実現

• SaaS・業務パッケージ（ノンカスタ
マイズを基本とする）・ローコードプ

ラットフォームを組み合わせることに
よる柔軟でシンプルなシステム構成の
実現

•複数業務を一気通貫で束ねたシーム
レスなUX

•システムの維持費用を最小限にする
システム構成

•システム間においてシステム改修の
影響を受けないシステム構成

•効率的な業務遂行の妨げになっている
ルール等の見直し

•横断的に業務・制度・システムを担え
る体制の検討

•働き甲斐を感じる

•職員の能力やスキル、価値観等に
合った人材育成/人材配置

•心理的安全性の高い職場環境

•時間外勤務のさらなる縮減

グランドデザイン定義事項

バック
オフィス

DX基本指針

2030年
の姿

2040年に
向けて

KGI・KPI

電磁的記録を保持できる
領域・ツールが多数存在する
ため、電子データの保管場所
が統一されていない
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2030年 2040年

多重入力箇所 0 箇所 0 箇所

作業削減時間 110万時間 軽減 212万時間 軽減

事業者負担軽減時間 12万時間 軽減 34万時間 軽減

生産性向上率 10.3％ up 20.0% up

職員のやりがい向上 80% 95.0%

5. 2030年の姿

7. KGI・KPI

アクションプランにおける2030年までの達成目標（KGI）：
内部管理業務を全体最適化し、業務改革（DX）を 実現することで、組織全体のパ
フォーマンスと業務品質を向上させ、新たなニーズへの対応が実現できていること

KPI

大阪市バックオフィスDXグランドデザイン【概要】

6. 2040年に向けて

＜統合プラットフォーム＞
• 業務の「流れ」を管理し、案件（タスク）の起票・管理、経過・進捗の記録、決裁履歴等、仕事の
過程に関わるあらゆる情報を管理

＜汎用オンラインストレージ＞
• 業務の「公文書ファイル」を管理し、案件フォルダ・チームフォルダ・組織共用フォルダが役割
ごとに配置され、公文書ファイルを適切に保管

＜内部管理業務をつなぐ鍵＞
• 統合プラットフォーム・汎用オンラインストレージを、「案件ID」・「共通マスタ」で紐づけ。
構造化データ・非構造化データが結びつき、「案件」を単位に庁内の業務・フォルダを管理

• 案件：一つの業務を「案件」として
登録し、関係者・タスク・公文書を
紐づける

• 案件ID：案件を一意に識別する共通
項目であり、統合プラットフォームで
付番

• 共通マスタ：組織、ユーザ、文書分類
など共通属性を定義するもので
あり、統合プラットフォームで管理

➢様々なシステム・サービスを案件IDと
共通マスタを共通の鍵として利用する
ことにより、情報をつなげることが
可能

バックオフィスDX（主要業務）

【凡例】

内部管理業務で共通的に
利用するシステム基盤

統合プラットフォーム
を活用し、統一的な
UI・サービスを構築

公文書ファイルを
管理するシステム基盤

データ連携基盤

汎用オンラインストレージ

システム

「案件」を起点とした業務の実施と、「案件」に紐づいた公文書管理

バックオフィスDXは、本市業務のあり方に変革を与え、
生産年齢人口減少に対する最も重要で効果的な対策であり、

バックオフィスDXがモデルケースとなることで、
今後実施されるDXをより効果的にするものである。

事業者

契約書作成
請求書作成

契約の締結

支払処理

支出命令
へ反映

請求情報

●●書類
(最新版)

情報公開
請求対応

案

浄書
組織共用
文書

調達資料の作成

多重入力の解消

デジタルを前提
とした業務設計

予算編成
執行管理
決算見込
資金管理

過去の調達情報が容易に
検索・参照でき、企画
作業や仕様書作成のため
の情報収集時間を軽減

規程を含めたルールが
デジタルに沿った内容となり、
公文書保管場所を汎用オンラ
インストレージに統一

電子署名で
セキュアに
契約事務を
完結

事業者を含めた
ペーパーレスの実現

業務

抜本的なBPRとシステムの最適化等によって、
職員・事業者が快適に業務に従事し、コア業務へ注力している

※上記の他、定性評価のため職員意識調査等を実施し、職員の業務改善・負担軽減の実感を測る。

令和6年3月14日策定（令和8年3月17日更新） 大阪市バックオフィスDXPT

…

統合プラットフォーム 汎用オンラインストレージ

案件管理・連携サービス
業務の流れ（案件・タスク）を管理

共通公文書管理サービス（収受・起案・決裁・保管・電子署名・情報公開）

フォルダ・ファイル
を作成・保管

財務会計
システム

調達・契約
システム

予算編成
システム タレント

マネジメント

総務事務
システム ・・・

システム

案件ID
共通
マスタ案件ID付番・

共通マスタ管理

案件の進捗をシステム横断
的に確認

文書ファイルに案件IDを紐づけるこ
とで、適切な公文書の管理が可能

本市や事業者等が利用
するシステム・機能

異なるシステム・機能間
でデータを連携するため
の接続線
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